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内航海運業界の要望 

 内航海運は、国内貨物輸送の約４割を担い、鉄鋼、石油、セメント、

化成品等の基礎素材型物資輸送の８割及び大量の生活物資を安定的に
かつ、環境に優しく輸送し、我が国経済活動及び国民生活に重要な役
割を果たしております。今後とも国内物流の大動脈として、また、

 

割を果たしております。今後とも国内物流の大動脈として、また、
モーダルシフト推進の担い手として内航海運の特性を十分に発揮し、
我が国の経済社会の発展に寄与していくため、以下の通り交通基本法
の早期制定について要望いたしますので特段のご配慮をお願い申し上
げます。 

 環境にやさしい交通体系の実現と、各輸送機関間のバランスの取れた
配備/整備を着実に推進する総合的な交通政策を進めて頂くため、現在
検討がなされている交通基本法の早期制定を要望いたします。 
 
  特に、地球温暖化対策の観点から、幹線道路輸送されている貨物を
ＣＯ２ 排出量が営業用トラックの１/４と極めて環境に優しい内航定期航

路へ転換するモーダルシフトの推進について、物流事業者のみならず
サービスの利用者たる荷主をも含めて、全体としての実効性を担保する
ような強い政策意志を交通基本法に明示して頂くようお願いします。 
 
  また、具体的に海上定期航路の競争力強化の施策を実施する場合、
公共性その他機能面でほとんど同一である長距離フェリーと差がつかな

う すいようお願いします。     
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モーダルシフトへの取り組み ダ シ 取り組み

 内航総連合会は、平成14年に基本政策推進委員会のもとに新規物流ＷＧを設置し雑貨、 
外航コンテナ、循環資源の海上輸送の促進に向けた研究を行い平成15年、17年に報告書 
として取り纏め、船舶の大型化等種々提言を行うとともに、その後それぞれの貨物の輸送 
実績調査・研究等を継続的に実施し公表している。 
 

交省 ご支援 もと長 離 協会と 共 事業と 成 年 り開始 た 国交省のご支援のもと長距離フェリー協会との共同事業として平成１９年より開始した
次の3つの事業を今後とも実施していく。 
 
① モーダルシフト推進の意義及びモーダルシフト船の航路網、各社別の詳細なサービス内容 
   を新たに開設した共同のホームページに掲載し、広く海上輸送に必要な情報の提供。 
 
 日本内航海運組合総連合会、日本長距離フェリー協会、 

国土交通省海事局ホームページよりアクセス可能 
 
② 輸送統計の単位の統一を図り、RORO船、コンテナ船、ＣＧＣ船、長距離フェリーのモーダル 
    シフト船の輸送実績を積地/揚地別に調査とその輸送統計の公表。 
 
 
 
 

国 交通省海事局ホ ジ りアク 可能

 
 
 
 
 
③ 環境に優しい海上輸送利用を荷主企業にアピールすることによりモーダルシフトの 促進を 
    図るため、海上輸送に貢献する企業を顕彰するエコシップ・マーク・モーダルシフト事業の実施。 

3 



新規物流貨物への取り組み 
動脈物流 

労働力の効率化 
道路渋滞の緩和 

フィーダー・コンテナ 

極東諸港の躍進 
日本港湾の地位低下 

静脈物流貨物 

廃棄物処理場 
の限界 

地球温暖化対策 
京都議定書の発効 

基幹航路の巨大船化 
日本港のフィーダー港化 

 
循環型社会の構築 

 

広域的な物流による 
リサイクル二酸化炭素削減

選択と集中による 
国際競争力の回復

環境にやさしい 
海上輸送 

 
ダ 促進

 
スーパー中枢港湾 

 
国内フィーダー 

リサイクル

静脈物流

炭
国際競争力の回復

港湾における物流拠点 
リサイクルポートの指定 

  
   

北海道、首都圏、中京、 
近畿圏、九州圏間 

トラック輸送量 9,085万トン 
（2005年物流センサス）

産業廃棄物    ４．０億トン 
中間処理の減量１．９億 
リサイク 量 億

モーダルシフトの促進 
 

ネットワークの構築 
静脈物流

海上輸送の活用 

   国内接続        61万 ＴＥＵ 
   海外接続       270万 
   韓国接続       107万 
   香港接続         43万 

台湾接続
（2005年物流センサス） 

 リサイクル量   １．５億
最終処分量   ０．５億 
          （環境省資料）   ターゲット 

  首都圏/近畿圏 
 首都圏/中京圏 
     5,431万トン  

（20年度FRCC輸送量210万トン） ターゲット

容器包装リサイクル 
家電リサイクル

   台湾接続     26万
   星港接続     64万 
   その他       38万 
  （2005年全国輸出入コンテナ 
    貨物流動調査） 

1TEU:10.7K/T 
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タ ゲット
釜山港接続量の１/２ 

（50万ＴＥＵ当たり499型36隻相当） 

家電リサイクル
建設リサイクル 
自動車リサイクル 

（ＦＲＣＣ：フェリー、ＲＯＲＯ， 
 コンテナ船、自動車船の略） 

スケールメリットのあるRORO船、コンテナ船の大型化の推進 



モーダルシフト推進の課題 

○ ＲＯＲＯ船・コンテナ船の大型化 

○ 輸送 占める燃料費 比率が高く 油 炭税 減免

海上経由一貫輸送及び国内コンテナフィダーの競争力強化策 

ＲＯＲＯ船・コンテナ船共通 

○ 輸送コストに占める燃料費の比率が高く、石油石炭税の減免 

○ 効率化による積み揚げの荷役費の低減 

○ 港湾諸費用の低減,ヤード使用料の削減 

○ 新規の貨物を誘致する観点より、荷主、港運、港湾、海運業界の相互協力 

○ 行政による強力な支援策の構築○ 行政による強力な支援策の構築

・高速道路無料化に向けた料金上限制度のモーダルシフト促進の観点からの 
 早期見直し 
・大型化に必要な港湾埠頭のヤード、水深、アクセス道路等のインフラ整備 
・シャーシの自動車税の減免 車検制度・車庫証明の規制緩和

ＲＯＲＯ船 

ハブ港のターミナル効率運用 

 ・直付け比率の引き上げ 
 ・連続ﾊﾞｰｽの一体利用の促進 
 ・休日及び２４時間荷役 

・外貿ﾀｰﾐﾅﾙでの内貿貨物の取扱い

・シャーシの自動車税の減免、車検制度・車庫証明の規制緩和 

フィーダー・コンテナ 

 ・外貿ﾀ ﾐﾅﾙでの内貿貨物の取扱い
 ・国際競争力のある荷役特別料金の設定 
 ・新規建造船への支援 
 ・暫定措置事業建造納付金の低減（実施することを決定） 
 ・国際貨物積載時と国内貨物積載時（ISOｺﾝﾃﾅ）を一本化した緩和・特車 

   制度が必要 

5 

 また、地球温暖化対策税を導入する場合には、主要環境先進国と同様に 
海上輸送については課税免除とするなど逆モーダルシフトにならないよう 
配慮して頂きたい。 
 



エコシップ・モーダルシフト事業の概要 
海上輸送モーダルシフト推進検討会

・海上輸送へのモーダルシフト方策の検討 
・船舶整備と港湾埠頭整備の連携

参考資料 

エコシップ・モーダルシフト事業
実行委員会（参加事業者） 

海上輸送モ ダルシフト推進検討会

・・・ 連携 
（事業の目的）  
エコシップ・モーダルシフト事業は、一般貨物 
の輸送に関し、海運事業者、荷主企業等が一 
体となって、環境負荷が少なく省エネ・ＣＯ２削 
減に効果のあるフェリー、ＲＯＲＯ船、コンテナ

船舶整備と港湾埠頭整備の連携
・荷主への働きかけ、PR等 

減に効果のあるフェリ 、ＲＯＲＯ船、コンテナ
船、自動車船の利用を促進することにより、海 
上貨物輸送への一層のモーダルシフトを図る。 
(事業内容)  
海上貨物輸送へのモーダルシフトに貢献する 
荷主企業及び物流事業者(以下｢優良事業者｣ 
という。) を選定し、エコシップマークの使用を 
認めること等を通じて船舶を利用したモーダル

幹事会（国土交通省、長距離F協会、 
     内航総連合会） 
事務局(長距離F協会、内航総連合会） 

選定委員会 (メンバー構成)  
①学識経験者等 

シフトのアピールを行うとともに、特に貢献度の
高い優良事業者に対しては、国土交通省海事
局長の表彰を行う。  

１．エコシップマーク利用企業の選定 → エコシップマークの使用(２年間) 
２．特に貢献度の高い企業の選定 → 国土交通省海事局長表彰 

②国土交通省 
③長距離フェリー協会 
④内航総連合会 

(推薦基準)  
一般貨物輸送において、フェリー、RORO船（自動車等を含む）、
コンテナ船等モ―ダルシフトの受け皿となる航路（原則１００㎞ 
以上、除く沖縄航路、離島航路、青函航路）において、次の各
号のいずれかに該当するものとする。 
１．海上貨物総輸送量／総貨物輸送量（トンキロ）が２０％以上 
  の輸送に船舶を利用した者（会社又は事業所・工場単位）。
２．前年度の輸送実績に対し、海上輸送量（トンキロ）のシェア 
  が１０％以上改善した者。 
３．海上貨物輸送へのモーダルシフトを行ったことで、ＣＯ２の 
  排出量を陸上輸送の場合と比べて１０％削減した者。 
 
(海事局長表彰）  
優良事業者等の海上貨物の輸送トンキロ、ＣＯ２削減率、海上
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輸送利用率、航路事情等を基に、モーダルシフトに対する貢献
度を選定委員会が審査し、特に貢献度の高い優良事業者等に
対して、国土交通省海事局長の表彰を行う。  



モーダルシフト船輸送実績 
フェリー、ＲＯＲＯ船、コンテナ船、自動車船輸送統計（ＦＲＣＣ統計） 

参考資料 

平成19年及び20年度ＦＲＣＣ流動貨物総括表 

と ク を表す

平成２０年度地域間流動貨物表（総集計） 

１．Ｍ／Ｔとはメトリックトンを表す
２．台数は、大きさに関係なく１台とカウントしている。  
３．個数は、コンテナ２０フィートあたり１個としてカウントしている。  
4．その他は、紙製品、農機、建設用・工事用車両等を含む。  

日本内航海運組合総連合会、長距離フェリー協会調べ 
（内航・長距離フェリー24社調査） 

7 １．「台数」とは、実入シャーシ、空シャーシ、有人実入トラック、有人空トラック、無人実入トラック、無人空トラック、 
  商品車の合計値である。 
２．「個数」とは、実入コンテナ、空コンテナの合計値である。 
３．Ｍ／Ｔとは、メトリックトンを表し、実入シャーシ、有人実入トラック、無人実入トラック、実入コンテナ、商品車、 
  その他の重量の合計値である 



トラックの地域間流動 
参考資料 

北        
海  
道 
 

（国土交通省2005年物流センサスのデーターより作成）

首都圏：東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県、茨城県 
中京圏：愛知県、岐阜県、三重県 
近畿圏:大阪府、京都府、兵庫県、和歌山県、奈良県、滋賀県 
北中九州圏：福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県 

（国土交通省2005年物流センサスのデーターより作成）

 
首都圏 

 

 
中京圏                      

 
近畿圏 

北中          
九州
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九州 
 
 


